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議案第２６号

　（総則）

第１条　令和２年度山元町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴　 5,155 戸

⑵　 1,520,207 ｍ
3

⑶　 4,165 ｍ
3

⑷　

128,150 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款 444,977 千円

　　第１項 380,186 千円

　　第２項 64,788 千円

　　第３項 3 千円

　第１款 337,230 千円

　　第１項 310,294 千円

　　第２項 24,864 千円

　　第３項 1,072 千円

　　第４項 1,000 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

　不足する額 113,532千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 13,037千円、当年度分

　損益勘定留保資金100,495千円で補てんする。）。
　

　第１款 134,074 千円

　　第１項 67,900 千円

　　第２項 36,650 千円

　　第３項 1 千円

　　第４項 27,714 千円

　　第５項 1,808 千円

　　第６項 1 千円

　第１款 247,606 千円

　　第１項 153,461 千円

　　第２項 89,144 千円

　　第３項 1 千円

　　第４項 5,000 千円
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予 備 費

支　　　　　　         出

水 道 事 業 収 益

そ の 他 収 入

特 別 利 益

国 庫 補 助 金 返 還 金

企 業 債 償 還 金

国 庫 補 助 金

企 業 債

工 事 負 担 金

建 設 改 良 費

水 道 事 業 費

収　　　　　　         入

固 定 資 産 売 却 代 金

営 業 費 用

資 本 的 収 入

　水道災害復旧工事他

資 本 的 支 出

出 資 金

令和２年度山元町水道事業会計予算(消費税込)

営 業 外 費 用

収　　　　　　         入

営 業 収 益

営 業 外 収 益

予 備 費

特 別 損 失

一 日 平 均 給 水 量

給 水 戸 数

年 間 総 給 水 量

主要な建設改良事業

支　　　　　　         出



　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（単位：千円）

限　度　額

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　⑴　第１款水道事業費のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用、第３項特別損失に係る予算額に

　　過不足が生じた場合における項間の流用。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以

　外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

⑴　 25,718 千円

⑵　 5 千円

　（他会計からの繰入金）

第９条　一般会計からこの会計へ繰入する金額は、次のとおりと定める。

⑴　 消火栓の維持管理に要する経費 4,594 千円

⑵　 消火栓の設置に要する経費 2,400 千円

⑶　 高料金対策に要する経費 23,481 千円

⑷　 児童手当に要する経費 300 千円

⑸　 減収対策企業債の利子負担軽減に要する経費 245 千円

⑹　 災害復旧事業に要する経費 1,808 千円

提出者

－2－

  山元町長  齋　藤　俊　夫

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、２０，０００千円と定める。

職 員 給 与 費

交 際 費

　（たな卸資産購入限度額）

令和２年２月２８日

　政府資金については、その融資条件
により、銀行その他の場合にはその債
権者と協定するものによる。ただし、
企業財政の都合により据置期間及び償
還期限を短縮し、又は繰上償還もしく
は低利に借換えすることができる。

起 債 の 目 的 起債の方法 利　率 償還の方法

証書借入れ又
は証券発行
（ただし、登
録債に限
る。）

3.0％以内水道事業企業債 67,900
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

1 水 道 事 業 収 益 444,977

1 営 業 収 益 380,186

1 給 水 収 益 374,059 水道料金収入

2 受 託 工 事 収 益 1 科目設定

3 その他営業収益 6,126 繰出基準に基づく一般会計からの負担金等

2 営 業 外 収 益 64,788

1
受 取 利 息 及 び
配 当 金

2 預金利息

2 加 入 金 4,532 給水装置の新設及び増径の加入金収入

3 負 担 金 45 メールシーラー保守一般会計負担金

3 他 会 計 補 助 金 24,026 繰出基準に基づく一般会計からの補助金

4 長期前受金戻入 36,046 減価償却見合い分の収益化額

5 雑 収 益 136 水道水放射能測定経費補償金等

6 消 費 税 還 付 金 1 科目設定

3 特 別 利 益 3

1 固定資産売却益 1 科目設定

2
過 年 度 損 益
修 正 益

1 科目設定

3 その他特別利益 1 科目設定

支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

1 水 道 事 業 費 337,230

1 営 業 費 用 310,294

1 原水及び浄水費 117,542 原水及び浄水に要する費用

2 配水及び給水費 21,303 配水及び給水に要する費用

3 受 託 工 事 費 1 科目設定

4 総 係 費 52,428 事業経営全般に要する費用

5 減 価 償 却 費 118,017 固定資産の減価償却費

6 資 産 減 耗 費 1,001 固定資産の除却費

7 その他営業費用 2 科目設定

2 営 業 外 費 用 24,864

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 14,249 企業債償還利息

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 10,483 支払消費税

3 雑 支 出 132 水道水放射能測定検査手数料等

3 特 別 損 失 1,072

1 固定資産売却損 1 科目設定

2
過 年 度 損 益
修 正 損

201 過年度水道料金還付金等

3 災害による損失 870 東日本大震災に伴うレンタカー賃借料等

4 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

－1－

款 項

　⑴　令和２年度山元町水道事業会計予算実施計画（消費税込）

収益的収入及び支出

款 項 目

目



収　入 （単位：千円）

予定額

1 資 本 的 収 入 134,074

1 企 業 債 67,900

1 企 業 債 67,900

2 工 事 負 担 金 36,650

1 工 事 負 担 金 36,650

3 1

1
固 定 資 産
売 却 代 金

1

4 国 庫 補 助 金 27,714

1 国 庫 補 助 金 27,714

5 出 資 金 1,808

1 出 資 金 1,808

6 そ の 他 収 入 1

1 そ の 他 収 入 1

支　出 （単位：千円）

予定額

1 資 本 的 支 出 247,606

1 建 設 改 良 費 153,461

1 拡 張 事 業 費 1

2 施 設 整 備 費 151,530

3 営 業 設 備 費 1,930

2 企 業 債 償 還 金 89,144

1 企 業 債 償 還 金 89,144

3 国庫補助金返還金 1

1 国庫補助金返還金 1

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000

科目設定

－2－

科目設定

水道施設災害復旧工事等に要する費用等

量水器の出庫等

企業債償還元金

款 項 目 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

繰出基準に基づく一般会計からの出資金

科目設定　

災害復旧事業国庫補助金

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

水道事業企業債

消火栓関連工事負担金等

科目設定

資本的収入及び支出

款 項 目

固 定 資 産
売 却 代 金



（間接法、消費税抜、単位：千円）
１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 99,721
減価償却費 118,017
固定資産除却費 1,000
固定資産過年度損益修正 0
貸倒引当金の増減額（△は減少） 0
賞与引当金の増減額（△は減少） 1,027
修繕引当金の増減額（△は減少） 0
特別修繕引当金の増減額（△は減少） 0
災害損失償却 0
長期前受金戻入額 △ 36,046
受取利息及び配当金 △ 2
支払利息及び企業債取扱諸費 14,249
有形固定資産売却損益（△は益） 0
未収金の増減額（△は増加） △ 2,020
たな卸資産の増減額（△は増加） △ 14,055
前払金の増減額（△は増加） △ 15
その他流動資産の増減額（△は増加） 0
その他流動負債の増減額（△は減少） 0
未払金の増減額（△は減少） 8,421
　小　　計 190,297
利息及び配当金の受取額 2
利息の支払額 △ 14,249
業務活動によるキャッシュ・フロー 176,050

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 185,827
有形固定資産の売却による収入 0
無形固定資産の取得による支出 0
無形固定資産の売却による収入 0
基金積立による支出 0
分担金による収入 39,389
国庫補助金等による収入 62,580
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 83,858

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
一時借入による収入 0
一時借入金の償還による支出 0
建設改良費の財源に充てるための企業債による収入 67,900
建設改良費の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 77,714
その他の企業債による収入 0
その他の企業債の償還による支出 △ 11,430
一般会計からの出資による収入 1,808
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 19,436

４　資金増加額 72,756
５　資金期首残高 217,415
６　資金期末残高 290,171

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

－3－

　⑵　令和２年度山元町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書



　⑶　給　与　費　明　細　書
1　総　括　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

（単位：千円）

２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

３　給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たりの給与

－4－

26,2103

合　　　　　　計

合　　　　　　計

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

本
年
度

前
年
度

区　　　　　　　　　　　　　分

手　　当
○人事異動に伴う減

1 1,9370

8,703

△ 6,098

15,091

備　　考説　　　　明

比
　
較

△ 1,487

損益勘定支弁職員

手
当
の
内
訳

11,792

2

7,853

3 11,536 - 7,617 19,153 6,565 25,718

768 318 137 510 2,788 1,987

区　　　　分
職員数(人) 給　　与　　費

法定福利費 合　計
企業職 給　料 手　当 計賃　金

資本勘定支弁職員

8,151 - 5,142 13,293 4,572 17,865

1 3,385 - 2,475 5,860 1,993

37.0

306,313

270,833

△ 6

365,386

平 均 年 齢 （歳）

比　較 △ 198 △ 18

事務・技術〔企業職〕

△ 1 △ 3,555 △ 1

損益勘定支弁職員

0

管理職
手当

児童手当
時間外
勤務手当

通勤 手当

△ 3,641

86 53

△ 8,345△ 6,151 △ 2,194

109

△ 2,509

56

勤勉 手当

809 300

合　　　　　　計

0

△ 2,138 △ 8,236

△ 33

△ 120

1

△ 1

0

528

住居 手当

7,744

10,159 25,251 33,954

5,807

1,575

△ 76653

1,934 420

△ 2,542

7,651 19,444 6,766

4

本年度

区　分 期末手当

4,275

3,299

1

137774

扶養 手当

△ 1

前年度 516

2,508

資本勘定支弁職員

そ の 他 の 増 減 分 △ 3,770

給　　料 △ 3,555

給料改定に伴う増減分 30

昇 給 に 伴 う 増 減 分 185

○人事異動に伴う減

区　　分 増減額 増　減　事　由　別　内　訳

△ 2,542
制度改正に伴う増減分 0

そ の 他 の 増 減 分 △ 2,542

41.1

平成31年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

令和2年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

平 均 給 与 月 額 （円）

312,250



　⑵　初　任　給

　⑶　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

　⑷　昇　給

職　 　員 　　数
昇給に係る職員数

職　 　員 　　数
昇給に係る職員数

－5－

企業職

一般会計の制度

（人）
（人）

（人）

（人）

（人）

0
100

4

3

0

1

区　　　　　　分

号 給 数 内 訳

８号給
６号給
４号給
３号給
２号給
（Ｂ）
（Ａ）

８号給
６号給
４号給
３号給
２号給
（Ｂ）

0

区　　　分

本
　
年
　
度

2

３　級

計

0.0
0.00

0

級 職員数（人） 構成比（％）

５　級

２　級
66.7

25.0
0.0

比　　　率　（Ｂ）／（Ａ）

事業所長

（人）

（％）

3
1

（人）

0

4（Ａ）

（人）
（人）

比　　　率　（Ｂ）／（Ａ）

区　　　分

２　級 0
１　級 0.0

0.0
3

４　級
75.0
0.0

0

（人）
（人）号 給 数 内 訳

前
　
年
　
度

（人）

１級 ２級

計 4

平成31年1月1日現在
1

６　級 0
５　級

100.0

3
0
0

100

（人）

（％）
（人）

企　　　業　　　職

100.0

区　　　分 企業職⑴ （円）

1
令和2年1月1日現在

６　級

４　級

１　級

３　級
0.0

150,600

行政職（円）

事業所長
主　　事
技　　師

主　　事
技　　師

３級 ４級 ５級

班　　長
班　　長
主　　査
技術主査

182,200

0

６級

33.3
0.00

0
2

3

大　学　卒 182,200

企　業　職

高　校　卒 150,600



　⑸　特殊勤務手当

給料総額に対する比率 （％）

支給対象職員の比率（令和2年1月1日現在） （％）

支給対象職員1人当たり平均支給月額 （円）

代表的な特殊勤務手当の名称

　⑹　期末手当・勤勉手当

※（　　　）内は、再任用職員の支給率

　⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　⑻　その他の手当

（注）この事業は、管理者を置かないこととしている。

－6－

月分 月分 月分 月分 定年前早期
退職特別措置
2％～20％加算24.586875 33.27075 47.709 47.709

通　勤　手　当

住　居　手　当

扶　養　手　当

区　　　　分

企  業  職

(1.175)
2.225

平成30年4月1日以降の退
職者に係る支給率は、表
中の支給率の83.7/100で
ある。

差異の内容

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

一般会計の制度との異同

備　　考

6月（月分） 12月（月分）

支 給 率 計
（月分）

職制上の段階
職務の級等に
よる加算措置

その他の
加算措置等

最 高 限 度
35 年 勤 続
の 者

25 年 勤 続
の 者

20 年 勤 続
の 者

前  　年 　 度

(1.175)
2.25

(1.175)
2.25

有
(1.175)
2.275

(2.35)
4.50
(2.35)
4.50

地　域　手　当 同　　　じ

一般会計の制度
47.709

月分 月分 月分 月分 定年前早期
退職特別措置
2％～45％加算24.586875 33.27075 47.709

用地交渉業務手当

-

(1.175)
2.25

(1.175)
2.25

-

支 給 期 別 支 給 率

有
4.50
(2.35)

支 給 率

一般会計の制度

区　　　分

有

本  　年  　度

平成30年4月1日以降の退
職者に係る支給率は、表
中の支給率の83.7/100で
ある。

区　　　　　分

区　　　　　　　分

-



　⑷　債務負担行為に関する調書

－7－

2,461
令和4年度

まで
2,461

千円

企業会計システムリース
に要する経費
（平成29年度）

3,925
平成30年度

から
1,464

左の財源内訳

その他

千円

当該年度以降の支払
義務発生予定額

国庫補
助金

企業債

千円千円

期間 金額

事    項 限度額

千円

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

金額期間

千円

252,000 252,000
上下水道事業包括的業務
委託に要する経費
（令和元年度）

252,000 － －

令和2年度
から

令和6年度
まで



１ 千円 千円 千円

341,052

0

4,944 345,996

２

154,694

17,592

0

38,958

123,093

1,000

0 335,337

10,659

３

2

4,110

0

29,955

38,103

134 72,304

４

15,555

0

90 15,645 56,659

67,318

５

0

65

0 65

６

0

136

0

536 672 △ 607

66,711

前年度繰越剰余金 244,929

その他未処分利益剰余金変動額 214,394

当年度未処分利益剰余金 526,034

⑵

⑶

過 年 度 損 益 修 正 損

⑹

そ の 他 特 別 損 失

雑 支 出

雑 収 益

支 払 利 息
及び企業債取扱諸費
繰 延 勘 定 償 却

⑵ 過 年 度 損 益 修 正 益

－8－

　⑸　令和元年度山元町水道事業予定損益計算書（消費税抜）

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

⑴

⑵

⑶

そ の 他 営 業 費 用

⑴ 受取利息及び配当金

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

⑹

⑺

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

⑴

⑵

減 価 償 却 費

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

⑷

⑸

⑶

資 産 減 耗 費

当年度純利益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

⑴

⑵

⑶

⑴

⑶

⑴

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 損

⑷ 災 害 に よ る 損 失

⑸ 長 期 前 受 金 戻 入

加 入 金

負 担 金

他 会 計 補 助 金

⑵

⑶

⑷



１ 千円 千円 千円 千円

イ 21,988

ロ 44,683

△ 33,252 11,431

ハ 5,219,830

△ 2,806,821 2,413,009

ニ 292,397

△ 204,931 87,466

ホ 0

0 0

ヘ 3,526

△ 1,887 1,639

ト 52,611

2,588,144

イ 3,713

3,713

イ 300

300

2,592,157

２

217,415

16,299

△ 3,000 13,299

11,814

149

0

242,677

2,834,834

－9－

資 産 合 計

⑶ 投資その他の資産

出 資 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

⑵

流 動 資 産

未 収 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

⑸

⑶ 貯 蔵 品

⑷ 前 払 金

　⑹　令和元年度山元町水道事業予定貸借対照表（消費税抜）

（令和2年3月31日現在）

資　産　の　部
固 定 資 産

⑴ 有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産⑵

施 設 利 用 権

貸 倒 引 当 金

⑴ 現 金 預 金

無形固定資産合計



３ 千円 千円 千円 千円

イ 725,628

ロ 71,128

796,756

イ 0

ロ 0

0

イ 0

0

796,756

４

0

イ 77,714

ロ 11,430

89,144

イ 0

ロ 0

0

24,601

0

イ 2,979

ロ 0

ハ 0

2,979

83

116,807

５

1,785,501

△ 820,741

964,760

1,878,323

－10－

他 会 計 借 入 金 合計

⑶

企 業 債 合 計

⑵ 他 会 計 借 入 金

建設改良の財源に充て
るための長期借入金

その他の長期借入金

引 当 金

そ の 他 の 企 業 債

負　債　の　部
固 定 負 債

⑴ 企 業 債

建設改良の財源に充
て る た め の 企 業債

特 別 修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

他 会 計 借 入 金 合計

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

流 動 負 債

⑴ 一 時 借 入 金

⑵ 企 業 債

建設改良の財源に充
て る た め の 企 業債

⑶ 他 会 計 借 入 金

建設改良の財源に充て
るための長期借入金

その他の長期借入金

⑷ 未 払 金

⑸ 未 払 費 用

⑹ 引 当 金

賞 与 引 当 金

修 繕 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

⑺ そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

⑴ 長 期 前 受 金

⑵
長 期 前 受 金 収 益化
累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計



６ 千円 千円 千円 千円

イ 37,789

ロ 155,176

ハ 218,894

411,859

411,859

７

イ 0

ロ 756

ハ 4,740

二 13,122

ホ 0

18,618

イ 0

ロ 0

ハ 526,034

526,034

544,652

956,511

2,834,834

－11－

剰 余 金

資　本　の　部
資 本 金

⑴ 資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

⑵ 利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利益
剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

⑴ 資 本 剰 余 金

工 事 負 担 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 繰 入 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額



１ 千円 千円 千円 千円

イ 21,988

ロ 44,682

△ 33,846 10,836

ハ 5,447,208

△ 2,921,050 2,526,158

ニ 294,324

△ 207,789 86,535

ホ 1

0 1

ヘ 3,527

△ 1,894 1,633

ト 8,273

2,655,424

イ 3,385

3,385

イ 300

300

2,659,109

２

290,171

15,118

△ 3,000 12,118

25,869

164

0

328,322

2,987,431

－12－

資 産 合 計

⑶ 貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

⑸

有 形 固 定 資 産

　⑺　令和２年度山元町水道事業予定貸借対照表（消費税抜）

（令和3年3月31日現在）

資　産　の　部
固 定 資 産

⑴

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

⑵

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

投 資

貸 倒 引 当 金

⑷ 前 払 金

固 定 資 産 合 計

出 資 金

投 資 合 計

流 動 資 産

⑴

⑵ 未 収 金

現 金 預 金

⑶



３ 千円 千円 千円 千円

イ 716,629

ロ 59,698

776,327

イ 0

ロ 0

0

イ 0

0

776,327

４

0

イ 76,899

ロ 11,430

88,329

イ 0

ロ 0

0

33,163

0

イ 4,006

ロ 0

ハ 0

4,006

83

125,581

５

1,884,270

△ 856,787

1,027,483

1,929,391

－13－

他 会 計 借 入 金 合計

⑵ 企 業 債

⑶

その他の長期借入金

その他の長期借入金

他 会 計 借 入 金 合計

建設改良の財源に充
て る た め の 企 業債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金

建設改良の財源に充て
るための長期借入金

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

⑵ 他 会 計 借 入 金

建設改良の財源に充て
るための長期借入金

負　債　の　部
固 定 負 債

⑴ 企 業 債

建設改良の財源に充
て る た め の 企 業債

修 繕 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

⑷

前 受 金⑸

引 当 金⑹

未 払 金

引 当 金 合 計

⑶

⑴ 一 時 借 入 金

引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

⑴ 長 期 前 受 金

繰 延 収 益

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

⑺

負 債 合 計

⑵

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金 収 益化
累 計 額



６ 千円 千円 千円 千円

イ 37,789

ロ 156,984

ハ 218,894

413,667

413,667

７

イ 0

ロ 756

ハ 4,740

二 13,122

ホ 0

18,618

イ 0

ロ 0

ハ 625,755

625,755

644,373

1,058,040

2,987,431

－14－

⑵

利 益 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

⑴

資 本 金 合 計

資 本 金

繰 入 資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金

⑴

固 有 資 本 金

資 本 金 合 計

組 入 資 本 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 繰 入 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 合 計

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利益
剰 余 金

剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

資 本 金

資　本　の　部

国 庫 補 助 金



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　資産の評価基準及び評価方法

　⑴　たな卸資産　先入先出法による原価法によっている。

２　固定資産の償却方法

　⑴　有形固定資産

　・減価償却の方法　定額法によっている。（ただし、量水器は取替法による。）

　・主な耐用年数

　　建物　　　　　　15～50年

　　構築物　　　　　40年

　　機械及び装置　　10～20年

　　器具及び備品　　3～15年

　⑵　無形固定資産

　・減価償却の方法　定額法によっている。

３　引当金の計上基準

　⑴　退職給付引当金

　　職員の退職手当は、｢退職手当負担金に関する覚書｣に基づき、毎期支出する宮城県市町村職員

　退職手当組合に対する掛金拠出金を除き、追加的な費用を一般会計が負担することとなっている

　ため、退職給付引当金は計上していない。

　⑵　賞与引当金

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、

　当年度の負担に属する額を計上している。

　⑶　貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記

１　みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

　　平成26年 3月31日における償却資産の取得又は改良に充てるため補助金等で現に資本剰余金と

　して整理している額については、平成26年 3月31日以前に取得または改良した資産で、取得又は

　改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべての資産（ただし、

　補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法

　を用いて合理的に整理している。

　

－15－

　⑻　注　　記



Ⅲ．リース契約により使用する固定資産に関する注記

１　リース取引の処理方法

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

　計処理によっている。

２　未経過リース料相当額

１年内 746 千円 １年内 785 千円

１年超 2,395 千円 １年超 3,141 千円

計 3,141 千円 計 3,926 千円

－16－

令和2年度

（令和3年3月31日）

令和元年度

（令和2年3月31日）



令　和　２　年　度

山元町水道事業会計予算実施計画説明書



収　入

節 金　　額

1 444,977

1 380,186

1 給 水 収 益 374,059 水 道 料 金 374,059

2 受 託 工 事 収 益 1 修 繕 工 事 収 入 1

3 そ の 他 営 業 収 益 6,126 材 料 売 却 収 益 1

手 数 料 1,230

消 火 栓 負 担 金 4,594

雑 収 益 301

2 64,788

1 受取利息及び配当金 2 預 金 利 息 2

2 加 入 金 4,532 加 入 金 4,532

3 負 担 金 45 他 会 計 負 担 金 45

4 他 会 計 補 助 金 24,026 他 会 計 補 助 金 24,026

5 長 期 前 受 金 戻 入 36,046 長 期 前 受 金 戻 入 36,046

6 雑 収 益 136 雑 収 益 136

7 消 費 税 還 付 金 1 消 費 税 還 付 金 1

3 3

1 固 定 資 産 売 却 益 1 固 定 資 産 売 却 益 1

2 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

3 そ の 他 特 別 利 益 1 そ の 他 特 別 利 益 1

－17－

収 益 的 収 入 及 び 支 出　（消費税込）

款　　　　　項
各　目　明　細

予 定 額目

特 別 利 益

営 業 収 益

水 道 事 業 収 益

営 業 外 収 益



（単位：千円）

　水道料金収入

　科目設定

　科目設定

　給水装置工事設計審査及び工事検査手数料等

　繰出基準に基づく一般会計からの負担金（消火栓等の維持管理に要する経費）

　配水管破損弁償金等

　預金利息

　給水装置の新設及び増径の加入金収入

　メールシーラー保守一般会計負担金

　繰出基準に基づく一般会計からの補助金（高料金対策に要する経費） 23,481

　　　　　〃　　　  　　　　 　　　　（児童手当に要する経費） 300

　　　　　〃　 　　　　　　（減収対策企業債の利子負担軽減に要する経費） 245

　減価償却見合い分の収益化額

　水道水放射能測定経費補償金等

　科目設定

　科目設定

　科目設定

　科目設定

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細　　　　　附　　　　　記

－18－



支　出

節 金　　額

1 337,230

1 310,294

1 原 水 及 び 浄 水 費 117,542 旅 費 6

備 消 品 費 30

燃 料 費 6

委 託 料 9,689

手 数 料 168

負 担 金 5,000

受 水 費 102,642

雑 費 1

2 配 水 及 び 給 水 費 21,303 報 償 費 635

備 消 品 費 50

委 託 料 7,809

賃 借 料 57

修 繕 費 10,000

材 料 費 2,750

補 償 金 1

雑 費 1

－19－

款　　　　　項 目 予 定 額
各　目　明　細

営 業 費 用

水 道 事 業 費



（単位：千円）

　普通旅費

　滅菌機用消耗品費等

　自家発電機用燃料費

　上下水道事業包括的業務委託料（配水池点検、遠方監視装置保守、急速ろ過装置保守、動力

　費、通信費、薬品費、突発補修）

　腸内細菌検査手数料 8

　クリプトスポリジウム検査手数料 160

　岩沼市外一市三町水道水質検査協議会負担金

　基本料金　5,500㎥/日(計画)×817円/㎥×12月＝　　　   　　 53,922

　使用料金　1,160,000㎥/年×42円/㎥＝　   　　　 48,720

　科目設定

　休日修理当番報償費

　消耗品費等

　上下水道事業包括的業務委託料 2,816

　（配水施設点検、増圧ポンプ点検、送水ポンプ点検、動力費、漏水調査、突発補修等）

　簡易漏水調査業務委託料 200

　マッピングシステム補正業務委託料 1,000

　緊急遮断弁点検業務委託料等 3,793

　配水管埋設用地借上料 19

　中山ポンプ室用地借上料 38

　給・配水施設の修繕費

　配水管補修材料費 2,200

　道路補修材料費 550

　科目設定

　科目設定

－20－

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細　　　　　附　　　　　記



節 金　　額

3 受 託 工 事 費 1 修 繕 費 1

4 総 係 費 52,428 給 料 8,151

手 当 4,115

賞与引当金繰入額 1,027

法 定 福 利 費 4,572

報 酬 1

旅 費 243

備 消 品 費 470

印 刷 製 本 費 500

通 信 運 搬 費 791

委 託 料 27,368

手 数 料 138

賃 借 料 2,343

修 繕 費 55

研 修 費 117

食 糧 費 1

交 際 費 5

負 担 金 866

保 険 料 164

貸倒引当金繰入額 1,500

雑 費 1

－21－

款　　　　　項 目 予 定 額
各　目　明　細



（単位：千円）

　科目設定

　職員　２名

　職員　２名

　職員　２名

　職員　２名

　科目設定

　普通旅費

　事務用備消耗品費、電算用消耗品費、新聞・書籍費、諸用紙費等

　上下水道料金納入通知書等印刷費

　郵便料等

　上下水道事業包括的業務委託 22,671

　（料金業務、滞納整理、貯蔵品管理、電話対応、経理補助、検査補助、統計補助等）

　会計システム保守料 241

　料金システム保守料 580

　メールシーラー、プリンター保守料 194

　消費税申告業務委託料 275

　経営アドバイザリー業務委託料等 3,407

　水道料金口座振替手数料等

　会計システム機器賃借料 746

　料金システム機器賃借料 1,235

　庁舎建物賃借料 362

　車両及び備品等修繕費

　各種研修会受講費

　科目設定

　日本水道協会等負担金等 201

　会計事務負担金 665

　水道施設賠償責任保険料 164

　貸倒引当金に引当

　科目設定

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細　　　　　附　　　　　記

－22－



節 金　　額

5 減 価 償 却 費 118,017 117,689

328

6 資 産 減 耗 費 1,001 1,000

1

7 そ の 他 営 業 費 用 2 材 料 売 却 原 価 1

雑 支 出 1

2 営 業 外 費 用 24,864

1 14,249 企 業 債 利 息 14,149

借 入 金 利 息 100

2 10,483 10,483

3 雑 支 出 132 雑 支 出 132

3 特 別 損 失 1,072

1 固 定 資 産 売 却 損 1 固 定 資 産 売 却 損 1

2 過年度損益修正損 201 過年度損益修正損 201

3 災 害 に よ る 損 失 870 燃 料 費 75

修 繕 費 1

賃 借 料 792

材 料 費 1

雑 支 出 1

4 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000 予 備 費 1,000

款　　　　　項 目 予 定 額
各　目　明　細

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

－23－

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

固 定 資 産
除 却 費

た な 卸 資 産
減 耗 費



（単位：千円）

　建物減価償却費 595

　構築物減価償却費 114,229

　機械及び装置減価償却費 2,858

　工具器具及び備品減価償却費 7

　施設利用権減価償却費（水質検査センター）

　固定資産（配水管、量水器）の除却費等

　科目設定

　科目設定

　科目設定

　企業債利息

　一時借入金利息

　支払消費税

　水道水放射能検査手数料等

　科目設定

　過年度水道料金還付金等

　東日本大震災に伴う燃料費

　科目設定

　東日本大震災に伴うレンタカー賃借料

　科目設定

　科目設定

－24－

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細　　　　　附　　　　　記



収　入

節 金　　額

1 134,074

1 67,900

1 企 業 債 67,900 企 業 債 67,900

2 36,650

1 工 事 負 担 金 36,650 消 火 栓 負 担 金 2,400

受 託 工 事 負 担金 34,250

3 1

1 1 1

4 27,714

1 国 庫 補 助 金 27,714 国 庫 補 助 金 27,714

5 1,808

1 出 資 金 1,808 出 資 金 1,808

6 1

1 そ の 他 収 入 1 そ の 他 収 入 1

資 本 的 収 入 及 び 支 出　（消費税込）

款　　　　　項 目 予 定 額
各　目　明　細

－25－

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産
売 却 代 金

出 資 金

資 本 的 収 入

企 業 債

工 事 負 担 金

固 定 資 産
売 却 代 金

国 庫 補 助 金

そ の 他 収 入



　水道事業企業債（（長寿命化）横山ポンプ設備外更新工事） 27,000

　　　　〃　　　（町道山下浅生原線外配水管更新工事） 15,000

　　　　〃　　　（町道大平中線外舗装復旧工事） 2,500

　　　　〃　　　（町道山下浅生原線外舗装復旧工事） 13,000

　　　　〃　　　（復興事業関連工事に伴う仮設工事） 3,000

　　　　〃　　　（山下配水池送水管更新調査業務） 7,400

　繰出基準に基づく一般会計からの負担金（消火栓関連工事に要する経費）

　一般会計からの負担金（笠野高瀬線外改良工事伴う水道管移設工事に要する経費） 33,500

　　　　　〃　　　　　（新市街地宅地造成による上下水道配水管工事に要する経費） 750

　科目設定

　【災害復旧】県道相馬亘理線改良工事に伴う配水管移設工事 27,714

　繰出基準に基づく一般会計からの出資金（災害復旧事業に要する経費） 1,808

　科目設定

－26－

（単位：千円）

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細　　　　　附　　　　　記



支　出

節 金　　額

1 247,606

1 153,461

1 拡 張 事 業 費 1 工 事 請 負 費 1

2 施 設 整 備 費 151,530 給 料 3,385

手 当 2,475

法 定 福 利 費 1,993

旅 費 10

備 消 品 費 200

燃 料 費 75

委 託 料 13,290

手 数 料 500

賃 借 料 880

修 繕 費 220

研 修 費 50

公 課 費 100

負 担 金 1

保 険 料 200

工 事 請 負 費 128,150

雑 費 1

3 営 業 設 備 費 1,930 量 水 器 費 1,926

ポ ン プ 費 1

機 械 及 び 装 置 費 1

自 動 車 費 1

工具器具及び備品費 1

2 89,144

1 企 業 債 償 還 金 89,144 企 業 債 償 還 金 89,144

3 1

1 国庫補助金返還金 1 国庫補助金返還金 1

4 5,000

1 予 備 費 5,000 予 備 費 5,000

－27－

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

予 備 費

款　　　　　項

国庫補助金返還金

各　目　明　細
目 予 定 額

資 本 的 支 出



　科目設定

　職員　１名

　職員　１名

　職員　１名

　普通旅費

　事務用、電算用備消耗品費、新聞・書籍費、諸用紙費等

　車両用燃料費

　山寺配水池送水管更新調査業務 7,400

　施設更新運営アドバイザリー業務委託料 5,890

　自動車車検手数料

　上水道工事設計積算システム賃借料

　車両及び備品の修繕費

　工事関係研修費等

　自動車重量税

　科目設定

　自動車損害賠償責任保険料、自動車損害共済分担金

　県道相馬亘理線改良工事に伴う配水管移設工事 31,000

　（長寿命化）横山ポンプ外設備更新工事 27,000

　町道山下浅生原線外配水管更新工事 15,000

　町道大平中線外舗装復旧工事 2,500

　町道山下浅生原線外舗装復旧工事 13,000

　復興事業関連工事に伴う仮設工事 3,000

　消火栓設置更新等 2,400

　笠野高瀬線外改良工事に伴う水道管移設工事（補償事業等） 33,500

　新市街地宅地造成による上下水道配管工事 750

　科目設定

　量水器の出庫

　科目設定

　科目設定

　科目設定

　科目設定

　企業債償還元金

　科目設定

－28－

各　　　　　目　　　　　明　　　　　細　　　　　附　　　　　記

（単位：千円）


